
たつの市産業部商工振興課

担当者：

認定を受けられる「中小企業者」に該当していますか。（中小企業等経営強化法第２条第１項）

設備投資等を行う場所はたつの市内ですか。

先端設備等導入計画で導入する先端設備等に、すでに取得した設備等が含まれていませんか。

（先端設備等については「先端設備等導入計画」の認定後に取得することが必須です。）

申請書類一式の写しを取っていますか。

先端設備等導入に係る認定申請書（様式第22）※変更の場合は、変更に係る認定申請書（様式第23）
、

代表者の役職が記載されていますか。

個人事業主の場合、屋号が記載されていますか。

別紙「先端設備等導入計画」

国の導入促進指針及び市の導入促進基本計画を参照し、これらに適合した内容になっていますか。

「１名称等　６主たる業種」は「日本標準産業分類　中分類」で記載していますか。

「２計画期間」は３年間、４年間または５年間になっていますか。（月単位の設定は不可）

また、計画期間の始期は申請日以降になっていますか。

「３現状認識　②自社の経営状況」には、自社の財務状況について、売上増加率、

営業利益率、労働生産性、自己資本比率その他の財務情報の数値を参考に分析していますか。

「４先端設備等導入の内容」に記載の金額は千円単位ですか。

「４先端設備等導入の内容　(３)先端設備等の種類及び導入時期」の「設備等の種類欄」

には、機械及び装置、器具及び備品、測定工具及び検査工具、建物附属設備、ソフトウエア以外の

設備等が記載されていませんか。【太陽光発電事業の関連設備は対象外です。】

市税完納証明書

市税の未納はありませんか。

誓約書

代表者印が押印されていますか。

先端設備等導入計画に関する確認書

あて先は貴社になっていますか。

「２先端設備等導入計画の実施に対する所見　先端設備等導入計画の期間」は、

「先端設備等導入計画」に記載の計画期間と合致していますか。

投資計画に関する確認書（投資利益率の要件の確認）

あて先は貴社になっていますか。

従業員へ賃上げ方針を表明したことを証する書面

認定申請書（様式第22）に賃上げ方針を策定して従業員へ表明した旨の記載していますか。

従業員代表の署名（記名・押印可、記名のみは不可）は、ありますか。

委任状　（申請事業者の代表者以外の方が提出される場合に提出）

委任者欄に代表者印が押印されていますか。また、受任者欄に受任者の押印がありますか。

変更申請に該当

変更申請に該当するか確認しましたか。

「先端設備等導入計画」認定申請　チェックリスト

℡

E-Mail

ﾁｪｯｸ 　認定要件

ﾁｪｯｸ 　変更申請の場合

ﾁｪｯｸ 　提出書類

申請事業者

導入する先端設備等は、直接商品の生産もしくは販売又は役務の用に供するもので中古資産ではないですか。


